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年末調整のご準備をお願いします！
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最新情報は
ＡＳＡＫのX（旧ツイッター）も
ご利用ください！

随時更新しますので
フォローして下さい！

今年も早いもので、年末調整を行う時期が近づいて参りました。

今月中には、お手元に保険料控除証明書や国民年金の控除証明書などが

郵送されてきます。毎年のことではありますが、「給与所得者の扶養控除等

（異動)申告書 （マル扶）」や「給与所得者の保険料控除申告書 （マル保）」など

の書類と合わせて、１１月初旬頃までにはご準備をお願いいたします。

「年末調整」とは、給料の支払いを受ける一人一人について、毎月（日）の給料

や賞与などの支払いの際に源泉徴収した税額と、その年の給与の総額について

納めなければならない税額（年税額）を比べて、その過不足額を精算する手続き

です。所定の申告書への記載や証明書等に漏れが無いように、ご用意いただき

ますようお願いいたします。

◆ 年末調整の対象者

年末調整は、会社などの給与の支払者が、その役員又は使用人に対する

毎月の給与等から源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税（以下、所得税）

の合計額と､その人が、１年間（１月～１２月）に納めるべき所得税との差額を

精算するものです。

年末調整の対象者は以下の通りですが、２０２５年分の給与収入が

２,０００万円超の方や災害減免法の規定により、その年の給与に対する所得税

および復興特別所得税の源泉徴収について徴収猶予や還付を受けた人は、

対象となりませんので、別途確定申告が必要になります。

(1) １年を通じて勤務している人

(2) 年の中途で就職し、年末まで勤務している人

(3) 年の中途で退職した人のうち、次の人

① 死亡により退職した人

② 著しい心身の障害のため退職した人で、その退職の時期からみて、

本年中に再就職ができないと見込まれる人

③ １２月中に支給期の到来する給与の支払を受けた後に退職した人

④ いわゆるパートタイマーとして働いている人などが退職した場合で、

本年中に支払を受ける給与の総額が、１２３万円以下である人

（退職後本年中に他の勤務先等から給与の支払を受けると見込ま

れる場合を除きます。）

(4) 年の中途で、海外の支店へ転勤したことなどの理由により、非居住者

となった人（非居住者とは、国内に住所も１年以上の居所も有しない

人をいいます。）
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年末調整に関するお知らせ
● 弊所に対して、年末調整業務の委託をして頂いているお客様には、別途、各担当者からご案内させて頂きます。

資料のご準備の目途・・・・・１１月初旬から中旬頃までにはお願いします。

必要書類については、２ページに掲載していますが、遠慮なく弊所までお問い合わせください。
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年末調整の必要書類

１ 令和８年分 給与所得者の扶養控除等（異動)申告書 （マル扶）

２

令和７年分 給与所得者の保険料控除申告書 （マル保）

＜下記の証明書類は、申告書とともに原本のご提出をお願いいたします。＞

・生命保険、地震保険、小規模企業共済等掛金の保険料控除証明書

・国民年金の控除証明書又は、納付済み領収書

・今年度に支払った国民健康保険の金額の分かるもの

３
令和７年分 給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼

給与所得者の特定親族特別控除申告書 兼 所得金額調整控除申告書 （マル基配特所）

４ 今年度に入社した人は、前の会社の源泉徴収票

５

マイナンバーカード及び本人確認書類のコピー

・過年度の年末調整の際にマイナンバーを提出しなかった方（ご本人、扶養親族の分）

・本年に入社された方（ご本人、扶養親族の分）

・本年に結婚や出産などにより扶養親族が増えた方（扶養親族の分）

６

住宅借入金控除のある方（２年目以降）

・最初の年に税務署から届いている住宅借入金等特別控除申告書

・銀行から届く年末借入金残高証明書

※ 令和７年中に住宅等を購入され、住宅借入金控除を初めて受ける方は、確定申告が必要となります。

１０月末頃までに
郵送されてきます

§．下記について、対象となる方はご準備をお願いいたします。

今回の年末調整における主な改正項目

今回の年末調整を行うにあたり影響のある主な改正は、次のとおりです。

基礎控除

① 合計所得金額が２,３５０万円以下である場合の控除額を１０万円引き上げて５８万円とする

② 居住者は特例として、合計所得金額が６５５万円以下である場合に、合計所得金額に応じて
最大３７万円を加算

給与所得控除
① 給与の収入金額１９０万円以下について、給与所得控除額を一律６５万円とする

② 上記①に伴い、「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」を改正

特定親族
特別控除

・居住者が１９歳以上２３歳未満の一定の親族等を有する場合に、
その親族等の合計所得金額に応じて最大６３万円を控除

扶養親族等の
所得要件

・扶養控除等の対象となる所得要件を次の通りとする

・扶養親族
・同一生計配偶者
・ ひとり親の生計を一にする子

５８万円以下

・勤労学生 ８５万円以下
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年末調整関係書類の変更点
基礎控除申告書、配偶者控除等申告書、所得金額調整控除

申告書が兼用となった書類（マル基配所）に“ 特定親族特別控除

申告書”が加わり、《給与所得者の基礎控除申告書 兼給与所得者

の配偶者控除等申告書 兼 給与所得者の特定親族特別控除申告書

兼 所得金額調整控除申告書》（マル基配特所）となりました。

１枚の用紙に４つの申告書が組み込まれているため、

これまで以上に確認もれがないように注意する必要があります。

◆ 基礎控除申告書

基礎控除の改正により、控除額の計算での判定区分が増えて

います。

また、様式の変更はありませんが、給与所得の所得金額の

計算にあたり、改正後の給与所得控除額で計算するため、

注意が必要です。

◆ 配偶者控除等申告書

同一生計配偶者の所得要件の改正により、

配偶者控除と配偶者特別控除との境界線が

４８万円から５８万円に見直されました。

また、給与所得の所得金額は、改正後の

給与所得控除額により計算します。

そのため、昨年と給与の年収が同額でも、

所得金額、適用する所得控除、控除額が

異なる場合がありますので注意が必要です。

◆ 特定親族特別控除申告書

特定親族特別控除の適用を受けるには、この申告書に記載して提出する必要があります。今回の年末調整において

初めての記載事項となるため、もれのないようにする必要があります。

年末調整関係書類の記載上の注意点
とくに様式に変更はありませんが、扶養控除等の所得要件が改正されたことによる注意点をいくつかご案内します。

◆ 扶養控除等申告書

扶養控除等申告書（マル扶）について、控除対象扶養親族・１６歳未満の扶養親族・退職手当等を有する扶養親族

の「所得の見積額」欄が、５８万円以下であるか確認します。

収入が給与のみであれば、給与所得控除額の改正も影響し、給与の収入金額が１２３万円以下であれば該当します。

そのため、該当者が増える可能性があるので注意してください。

また、マル扶の障害者（同一生計配偶者、扶養親族）・寡婦（扶養親族）・ひとり親（生計を一にする子）・勤労学生の

項目についても影響があります。ご注意ください。

◆ 所得金額調整控除申告書

所得金額調整控除を適用する際、要件に該当する同一生計配偶者または扶養親族がいる場合は、その者の情報を
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教育訓練休暇給付金が新設
◆ 教育訓練休暇給付金の概要

雇用保険法では、「失業等給付」とは、求職者給付、就職促進給付、教育訓練給付及び

雇用継続給付とすると定められています。

この上記の教育訓練給付の１つとして、２０２５年１０月１日より、新たに創設されたのが

「教育訓練休暇給付金」です。

教育訓練休暇給付金とは、一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者が、就業規則等に基づき、連続した３０日

以上の無給の職業に関する教育訓練を受けるための休暇（教育訓練休暇）を取得した場合に、その教育訓練休暇を

開始した日（休暇開始日）から起算して１年の期間内の教育訓練休暇を取得している日について、一定の日数分を限度

として支給されます。

◆ 支給対象者

以下の①、②の両方の要件を満たすことが必要です。

① 休暇開始前２年間に１２ケ月以上の被保険者期間があること

（原則、１１日以上の賃金支払いの基礎となった日数がある月が算定の対象になります。）

② 休暇開始前に５年以上、雇用保険に加入していた期間があること

（過去、基本手当（失業給付）や教育訓練休暇給付金、育児休業給付金、出生時育児休業給付金を受けたことが

ある場合、通算できない期間が生じる場合があります。）

※離職期間があったとしても、１２か月以内であれば離職前後の期間を通算できます。

（離職期間が１２か月以内であっても失業給付等を受給していた場合には、通算できません。）

◆ 受給期間・給付日数・給付日額

給付を受けることのできる期間（受給期間）は、休暇開始日から起算して１年間であり、受給期間内の教育訓練休暇を

取得した日について給付を受けられます。

（受給期間と所定給付日数の範囲内であれば、教育訓練休暇を複数回に分割して取得した場合であっても、教育訓練

休暇給付金の支給を受けられます）

●給付日数は、雇用保険に加入していた期間に応じて異なります。

●給付日額は、原則休暇開始日前６か月の賃金日額に応じて算定されます。

（失業給付の算定方法と同じであり、

休暇開始日の前日を離職日とみなして

算定します)

※賃金日額のほか、年齢と雇用保険

に加入していた期間によっても

変動します。

記載します。その際の「合計所得金額の見積額」欄も、５８万円以下であるか確認しましょう。

◆ 令和８年分 給与所得者の扶養控除等（異動)申告書 （マル扶）

令和８年分のマル扶は、特定親族特別控除の創設により、控除対象扶養親族ではなく、源泉控除対象親族を記載する

こととなりました。

具体的には、控除対象扶養親族と、「所得の見積額」欄が１００万円以下となる特定親族を記載します。１００万円を

超える場合には、ここには記載しません。

なお、今回の年末調整時に、来年（令和８年分）のマル扶を回収する場合には、令和７年分との違いを理解し、混乱しない

ようにする必要があります。
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１０月度の税務スケジュール
内 容 期 限

９月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 納 期 限 １０月１０日（金）

特別農業所得者への予定納税基準額等の通知 通 知 期 限 １０月１５日（水）

８月決算法人の確定申告
＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞

申告期限

納付期限

１０月３１日（金）

２月、５月、８月、１１月決算法人の３月ごとの期間短縮に係る確定申告
＜消費税・地方消費税＞

法人・個人事業者の１月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税＞

２月決算法人の中間申告
＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税＞(半期分)

消費税の年税額が４００万円超の２月、５月、１１月決算法人の３月ごとの中間申告
＜消費税・地方消費税＞

消費税の年税額が４，８００万円超の７月、８月決算法人を除く法人・個人事業者の
１月ごとの中間申告(６月決算法人は２ヶ月分)＜消費税・地方消費税＞

個人の道府県民税及び市町村民税の納付（第３期分）

◆ 「教育訓練休暇給付金」の支給対象となる休暇

以下の①、②の両方の要件を満たすことが必要です。

① 就業規則や労働協約等に規定された休暇制度に基づく休暇

② 労働者本人が教育訓練を受講するため自発的に取得することを希望し、事業主の承認を得て取得する

３０日以上の無給の休暇

教育訓練以外の目的を含む休暇制度に基づく休暇であっても、教育訓練を受講するための休暇であれば

該当します。また、事業主や上司からの案内がきっかけであっても、本人の意思で取得を希望する休暇であれば

該当します。

※収入を伴う就労を行った日、教育訓練休暇とは異なる休暇・休業(有給休暇や育児休業等）を取得した日は

教育訓練のための休暇とは認められず、当該日については支給を受けられません。

③ 次に定める教育訓練等を受けるための休暇

・学校教育法に基づく大学、大学院、短大、高専、専修学校又は各種学校が提供する教育訓練等

・教育訓練給付金の指定講座を有する法人等が提供する教育訓練等

・職業に関する教育訓練として職業安定局長が定めるもの

(司法修習、語学留学、海外大学院での修士号の取得等）

◆ 教育訓練休暇給付金への所得税の課税の有無

雇用保険法では、租税その他の公課は、「失業等給付」として支給を受けた金銭を標準として課することができないと

定められています。

したがって、失業等給付の１つである教育訓練休暇給付金についても、所得税は課税されません。

なお、当該規定は、所得税法ではなく、雇用保険法において非課税である旨の規定が設けられています。

◆ 受給する場合の注意事項

教育訓練休暇給付金の支給を受けた場合には、休暇開始日より前の被保険者期間や雇用保険に加入していた

期間はリセットされ、通算できなくなるため、一定期間は失業給付などの雇用保険制度に基づく給付金を原則受給

できなくなります。

（育児休業等給付及び介護休業給付に係るみなし被保険者期間や教育訓練給付金に係る支給要件期間には、

影響しません。）



本誌の内容に関するご質問やその他ご相談は、下記までお気軽にお問い合わせください。

税理士・行政書士
不動産鑑定士
社会保険労務士

浅岡 和彦
佐々木 勝己
松永 裕美
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今月の名言録

【名古屋オフィス】 〒４６０－００２２

愛知県名古屋市中区金山一丁目４番４号第９タツミビル東棟９階

TEL：０５２－３３１－０１３５ ・ ０１４５ FAX：０５２－３３１－０１６７

https://asaoka-kaikei.com/

【四日市オフィス】 〒５１０－０１０５

三重県四日市市楠町南川８－１

TEL：０５９－３９７－８６５０ FAX：０５９－３９７－８６５１

事務所のご案内

心配またよし

現在、皆様のまわりで下記のような事項で何かとお困りの方がおみえでしたら、

お気軽にご相談ください。

随時、無料相談会を開催しております。なお、完全予約制となっていますので、

必ずご連絡頂きます様よろしくお願いいたします。

・新規にご開業される方、された方（開業支援、税務相談、社会保険相談など）

・現在の顧問先に不満をお持ちの方（税務相談、経営相談、経営診断、事業計画など）

・相続でお困りの方（今後、発生することが予測されるが具体的にどうしたらよいのかわからない方など）

・不動産の有効活用でお悩みの方 など

何でも気軽にご相談ください！

無料相談会実施中！

何の心配もなく、何の憂いもなく、何の恐れもないということになれば、

この世の中はまことに安泰、きわめて結構なことであるが、実際はそうは問屋が卸さない。

人生つねに何かの心配があり、憂いがあり、恐れがある。

しかし本当は、それらのいわば人生の脅威ともいうべきものを懸命にそしてひたすらに乗り切って、

刻々と事なきを得てゆくというところに、人間としての大きな生きがいをおぼえ、

人生の深い味わいを感じるということが大事なのである。

この心がまえがなければ、この世の中はまことに呪わしく、人生はただいたずらに暗黒ということになってしまう。

憂事に直面しても、これを恐れてはならない。しりごみしてはならない。

「心配またよし」である。

心配や憂いは新しくものを考え出す一つの転機ではないか、そう思い直して、正々堂々とこれと取り組む。

力をしぼる。知恵をしぼる。するとそこから必ず、思いもかけぬ新しいものが生み出されてくるのである。

新しい道がひらけてくるのである。

まことに不思議なことだが、この不思議さがあればこそ、人の世の味わいは限りもな<深いといえよう。

（「道をひらく」松下幸之助著 ＰＨＰ研究所刊）


